

























交付することとなり、所調壬申地券の交付事業が、全面的に展開していくこととなった。しかしこの事業も種々な障害と、壬申地券制度自体の矛盾 によって容易に進捗せず、業中途にして挫折し、地租改正法による地券制度が、これに代って登場する。本小稿は、五年七月に全国の所持地一般へ地券交付が開始されてから、翌六年七月の地租改正法発布に至る壬申地券交付にからむ諸問題のなかから、とくに壬申地方地券に記載される地価の問題をとりあげることとし、この間の諸問題をさぐ ことによって 何故に壬申地券の交付事業が挫折して、 租改正法の施行 よる土地政策が展開されねばならなかったのか、という問題について、先学の多くの研究成果に導びかれつつ、いま一度私なり 理解を整理してみたものである。
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明治五年二月二十四日布達の大蔵省達第二十五号「地所売買譲














































































































































































その前文には「地所検査井地価取調方各地区々相成候而者的自治－券税法発行之節不都合ヲ生候者勿論差向民心狐疑ヲ抱キ 程モ難計」いので、各地方庁において、 方地券の交付に当って統一的に行われる目安として、また将来泊券税法に改革の場合をも予想して、租税寮（実は陸奥宗光）案としての「真価取詞規則」を廻章するものであ と謡っている。
この「真価取調規則」は、丹羽邦男氏の研吟じよって、陸奥
宗
光の構想に成る「泊券税法案」の一部であることが明らかにせられたものである。そして陸奥宗光の泊券税法 は、全体として一つの体裁に整備せられたものではなく、時期的経過に伴って、その内容に変化がみられ とされ、そ 一部分たる「真価取調規則」のみが正院を通過 たにとどまり、全体の成熟をみないままに終っているものである。
右の様な位置にあった「真価取調規則」について少しくふれて




















やがて売買解禁に伴って一般耕地へ地券授与がなされた。そして遂に、五年七月以降は、売買譲渡以外の地所すべてに、そ 所有を明らかにすることを第一義 して授与せられ 様に り、ここに壬申地券の交付事業が全国的に展開されるに至った。従来の隠地などは極力なくしよう の意図を以つ はじめ た 耕地への地券交付は、収税の目的からはづし 、各持の所有を明らかにした上で、改めて新らしい考案の下 租税体系を樹立せんとした。当時の売買地価は、全く封建的貢租に制約された、不合理なものであったからである。しか 乍ら、壬申地方地券にも地価は記載きれる必要があった。それは、作徳部分 規定された地価ではあったが。政府の言い分によれば「他日土地之全価ヲ求メ候節之見合ニ可相成」も あった。
租税寮内では、陸奥宗光の構想になる「泊券税法案」が作成さ
れつつあったが、種々な反対勢力によって修正を余儀なくされ、次第に反動的色彩を強めた内容に変色し いく。
一方、壬申地方地券の交付期限を五年十月限りとするも、複雑
な土地所有関係にあった中では、六年を迎えるも殆んど 地方で
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壬南市地券における地価をめ戸、る諸問題
は完了しなかった。六年四月に大蔵省は地方官会聞を東京に於いて開催し、地租改正方法を審議したが、会期中には、政府内部の異動により、陸奥は失脚した。漸く七月二十八月に至って地租改正法が公布され 壬申地券交付事業も此処に終止符を打 た。
’， 
（1
）壬申地券は、都会地々券と、地方地券（又は田畑地券）と
に分たれる。
前者は、都会の無税地に交付され、泊券税を徴収したが、
地方地券は、租税収納を目的とせず、唯所有者を明確ならしめるものであっ 。
（2
）金支は「地租関係書類章
一纂」『明治前期財政経済史料集成』
管七巻所収
（3
）同右
（4
）同右
（5
）同右
（6
）
長
野県伺大意（チ申十月十三日）「租税寮改革局日報」（明
治五年）第一十九号
（7
）筑座県伺穴意（壬申十月廿七日） 租税寮改
E
局日報」（明
治五年）第三十三号
（8
）浜岡県江地券施行心得方相違候処回答（壬申九月二日）「問右」第八号
（9
）小倉県伺大意（壬申九月十日 「同右」第十七号
（ 叩
）
福岡県へ税法改宣之儀及達候処回答（壬申九月十日）「同
右」第十七号
（日）小倉県伺大意（壬申九月十日）「同右」第十七号
／＼ 。
（国）福岡県へ税渡改芭之儀及達候処回答（壬申九月十日）「同
右」第十七号
（β
）福島県出張所詰之者伺大意（壬申九月四日）「同右」第十六号
（日）群馬県伺
K
対する指令（壬申八月十七日）「同右」第一一号
（店）金支は「地租関係書類嚢纂」『明治前期財政経済史料集成』
管七巻所収
（国）同右（口）丹羽邦男氏論文「地主制創出の政治過程について」『明治
維新と地主制』所収
（国）長野県伺大意（壬申十月十三日）「租税寮改
E
局日報」（明
泊五年）第二十九号
（山口）小倉県伺・対意 壬申十月十七日 問右」第二十九号（加）例えば、浜田県、度会県の申立をみよ、「同右」第三十二
号
（幻）筑摩県伺大意（壬申十月廿七日）
「同右」第三十三号
－ 
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